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九州圏を取り巻く現状について

（１）九州の人口動向

○九州圏の人口（全国の約１割）は、減少傾向にあるが、減少ペースは緩やかに。
・全国よりも人口減少が早い。
・ただし、最近の人口減少ペースは計画策定時よりも若干緩やかになっている。（2010年時点の人口は、計画策定時の予測より６万人ほ
ど多い）。

○一方で、九州圏の人口は、福岡市に集中。
・福岡市への人口集中が進み、福岡県の人口のみ増加。福岡市が九州圏の人口流出に対するダム効果を発揮。
・福岡市は政令指定都市で人口増加率、増加数とも１位。若者割合も３割と高い。（熊本市、大分市も人口がわずかながら伸びている）
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＜人口の伸び率（対2008年）県別＞

出典）「人口推計」総務省
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＜九州圏の将来人口推計の比較＞

出典）「日本の地域別将来推計人口」国立社会保障・人口問題研究所

＜政令指定都市及び九州圏の県庁所在都市の人口の推移＞

＜九州各県における転入（転出）状況＞

出典）「住民基本台帳人口移動報告（2013年）」総務省
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緩やかに

出典）「推計人口」各都市ＨＰ
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出典）「人口推計」総務省、「国勢調査」総務省
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合計特殊出生率は
全国に比べて0.2ポイントも高水準

九州圏を取り巻く現状について

（１）九州の人口動向

○出生率は高いが、生産年齢人口の流出が見られる。その抑制が重要。
・九州各県から圏域内の大学への進学率が低い。また、就業環境が厳しく、生産年齢人口が流出。
・一方で、年少人口と高齢者人口が多い（合計特殊出生率が高いことや高齢者のＵＩＪターンによる）。

2
生産年齢人口の流出抑制が重要

出典）「人口推計」総務省

1.9ポイント低い

＜総人口に占める年少人口、生産年齢人口、
高齢者人口の割合の推移＞

出典）「職業安定業務統計」厚生労働省

＜有効求人倍率＞

＜県民所得の推移＞

全国

出典）「人口動態統計」厚生労働省

九州圏

＜合計特殊出生率＞

全国

福岡県
以外

福岡県

年少人口率は
全国より高い

生産年齢
人口が
域外へ流出

出典）「県民経済計算」内閣府

※2011年全国値は、国民経済生産における「１人当たり国民所得」

就業環境は全国に比べて厳しい地元（九州圏内）への大学進学率が低い

＜地元大学進学率＞

出典）「学校基本調査」文部科学省

九州圏

首都圏
近畿圏



三菱電機㈱パワーデバイス製作所
44 年 設立

旭化成マイクロシステム㈱
延岡事業所　93 年 設立

㈱吉川アールエフセミコン
84 年 設立

ソニーセミコンダクタ㈱
長崎テクノロジーセンター
87 年 設立

ソニーセミコンダクタ㈱
熊本テクノロジーセンター
02 年 設立

ルネサスセミコンダクタ
九州 ・ 山口㈱
80 年 設立

三菱電機㈱
パワーデバイス製作所
熊本工場　67 年 設立

東芝セミコンダクター㈱
大分工場　84 年 設立

ラピスセミコンダクタ宮崎㈱
80 年 設立

ヤマハ鹿児島セミコンダクタ㈱
87 年 設立

㈱ジェイデバイス
82 年 設立

ソニーセミコンダクタ㈱
大分テクノロジーセンター
87 年 設立
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九州圏を取り巻く現状について

（２）九州の産業経済及び通商

○九州圏の域内総生産は44兆円（全国の約1割）。一国の経済力に相当する域力をもつ九州圏。
■自動車、非鉄金属製造業の伸びが大きい。
・自動車生産台数は146万台（国内シェア14％）と過去最高。一方で半導体は周辺国の台頭で国内生産が減少しているが、九州には国内の

３割が残存。
・東九州自動車道の整備が進み、東九州の企業立地が増加。北九州空港の航空貨物拠点化への期待が増大。

出典）佐伯市・延岡市

6 7 7 8 9 10 10 112 3 3 4 6 8 11
18

8 10 10

29 29 29 29

62

-50

-30

-10

10

30

50

70

0

10

20

30

40

50

60

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
佐伯市 延岡市 高速道路延長（㎞）

企
業
立
地
累
計
件
数
（件
）

高
速
道
路
延
長
（
㎞
）

高速道路の開通時期

延岡～

南延岡

H17.4

延岡～

舞野

H18.2

舞野～

北方

H20.4

津久見

～佐伯

H20.6

須美江

～北川

H24.12

北川～

延岡

H24.12

蒲江～

北浦

H25.2

＜北九州空港の
国際貨物定期便就航式典＞

提供）福岡県

事業中・計画中

2009年度～2013年度

2008年度末時点

凡　例

出典）国土交通省、

NEXCO西日本資料より作成

＜高規格幹線道路の整備状況＞

＜佐伯市・延岡市の企業立地数（累計）の推移＞
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 ＜四輪自動車生産実績＞
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出典）「県民経済計算」内閣府

＜域内総生産＞
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＜九州圏における製造品出荷額等（2011年の上位10品目＞

出典）「経済センサス」経済産業省

＜九州圏における製造品出荷額
（2011年の上位10品目）＞

＜四輪自動車生産実績＞

＜自動車関連企業の立地状況＞ ＜半導体関連企業の立地状況＞

出典）九州経済産業局

＜細島港の
ガントリークレーン２号基竣工式＞

提供）宮崎県

出典）九州半導体・エレクトロ
ニクスイノベーション協議会
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＜集積回路生産実績＞

出典）九州自動車・二輪車産業振興会議



③九州国際重粒子線がん治療センター
「SAGA HIMAT」

①水素エネルギー関連

⑨メディポリス
がん粒子線治療
研究センター

④アジア低炭素化センター

⑦川澄化学工業（株）

⑥旭化成メディカル（株）

②ジャパン・コスメティックセンター
⑤北九州市海外水ビジネス

推進協議会

＊九州ヘルスケア産業推進協議会は、全県で展開

⑥旭化成メディカル（株）

⑧東郷メディキット（株）

東九州メディカルバレー
構想特区

グリーンアジア
国際戦略総合特区

唐津コスメティック構想

推進プロジェクト

九州圏を取り巻く現状について

（２）九州の産業経済及び通商

■成長期待産業の集積が進む。
・環境・リサイクル産業の海外パッケージ輸出、水素エネルギー産業の集積、ロボット産業の新分野参入、再生可能エネルギー導入、農林

水産業等の６次産業化が進む。
・最先端医療（血液浄化・血管医療機器、ガン治療）やコスメティックが新たに注目。
・九州に本社のある通販会社（キューサイ、再春館製薬など）は全国の16%を占める。

＜環境・リサイクル関連企業の立地状況＞

北部九州を
中心に立地

＜ロボット関連企業の立地状況＞ ＜水素エネルギー・最先端医療・コスメ関連企業等の集積＞
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（事業所数）

（事業所数）

＜再生可能エネルギー施設の立地状況＞

地熱

風力

風力

エネ・ シード ひびき

太陽光発電所
エネ・ シード ひびき

太陽光発電所

＊宮若太陽光発電所＊宮若太陽光発電所

嘉麻第一太陽光発電所嘉麻第一太陽光発電所

大牟田メ ガソ ーラー事業大牟田メ ガソ ーラー事業

オリックス・ 九電工
太陽光発電事業
オリックス・ 九電工
太陽光発電事業

ソ ーラ ーパワー北九州
太陽光発電事業
ソ ーラ ーパワー北九州
太陽光発電事業

テト ラエナジーひびき
風力発電所
テト ラエナジーひびき
風力発電所

福岡クリ ーンエナジー発電所福岡クリ ーンエナジー発電所

響灘風力発電所響灘風力発電所
＊日産グリ ーンエナジー
　 ファームイン大分
＊日産グリ ーンエナジー
　 ファームイン大分

長島風力発電所長島風力発電所

芦北町太陽光発電事業芦北町太陽光発電事業

大霧地熱発電所大霧地熱発電所

重久小水力発電所重久小水力発電所

＊鹿児島七ツ島メ ガソーラー発電所＊鹿児島七ツ島メ ガソーラー発電所

番屋風力発電所番屋風力発電所

牟礼ヶ 岡ウィ ンド ファーム牟礼ヶ 岡ウィ ンド ファーム

頴娃風力発電所頴娃風力発電所

山川地熱発電所山川地熱発電所

南大隅ウィ ンド ファーム南大隅ウィ ンド ファーム

＊吉野ヶ里メ ガソーラー発電所＊吉野ヶ里メ ガソーラー発電所

肥前風力発電所肥前風力発電所

肥前南風力発電所肥前南風力発電所

鷲尾岳
風力発電所
鷲尾岳
風力発電所

＊大村メ ガソーラー
　 発電所
＊大村メ ガソーラー
　 発電所

佐世保メ ガソーラー発電所佐世保メ ガソーラー発電所

バイオマス発電所「 豪力」バイオマス発電所「 豪力」

的山大島
風力発電所
的山大島
風力発電所

鷹島風力発電所鷹島風力発電所

新上五島ホエールズ
ウィ ンド システム
新上五島ホエールズ
ウィ ンド システム

五島玉之浦
風力発電所
五島玉之浦
風力発電所

長崎鹿町ウィ ンド ファーム長崎鹿町ウィ ンド ファーム

輝北ウィ ンド ファーム輝北ウィ ンド ファーム国見山
ウィ ンド ファーム
国見山
ウィ ンド ファーム

船間小水力発電所船間小水力発電所

木質専焼バイオマス
発電所日田発電所
木質専焼バイオマス
発電所日田発電所

グリーン発電大分
天瀬発電所
グリーン発電大分
天瀬発電所

玖珠ウィ ンド
ファーム
玖珠ウィ ンド
ファーム

杉乃井地熱発電所
（ 自家用）
杉乃井地熱発電所

（ 自家用）

大分
メ ガソーラー
大分
メ ガソーラー

滝上地熱発電所滝上地熱発電所

みやざきバイオマス
リ サイクル発電所
みやざきバイオマス
リ サイクル発電所

一ツ瀬維持流量発電所一ツ瀬維持流量発電所

南国興産
バイオマス発電設備
南国興産
バイオマス発電設備

南宮崎ウッド パワー
発電所
南宮崎ウッド パワー
発電所

九重地熱発電所
（ 自家用）
九重地熱発電所

（ 自家用）

八丁原・ 大岳
地熱発電所
八丁原・ 大岳
地熱発電所

大晶１ 号発電所・ ２ 号発電所大晶１ 号発電所・ ２ 号発電所

阿蘇にし はら
ウィ ンド ファーム
阿蘇にし はら
ウィ ンド ファーム

＊三井造船・
　 三井不動産
　 大分太陽光
　 発電事業

＊三井造船・
　 三井不動産
　 大分太陽光
　 発電事業

＊九州ソーラー
　 ファーム７
　 みやま合同発電所

＊九州ソーラー
　 ファーム７
　 みやま合同発電所

小水力

地熱

風力

バイオマス

メ ガソーラー

小水力

地熱

風力

バイオマス

メ ガソーラー

＜10,000kw以上で稼働中、建設中、
 計画中のもの（ ＊は稼働中）＞

凡 例

都農第１・ 第２ 発電所都農第１・ 第２ 発電所

＜水ビジネスのための
高度浄水処理施設＞

提供）北九州市

＜くまもと臨空メガソーラー＞

提供）熊本県

＜水素材料先端科学研究センター
（所在地：福岡市）＞

＜九州国際重粒子線 がん治療
センター 「SAGA HIMAT」＞

福岡・熊本・鹿児島
などに立地

＜九州に本社がある主な通信販売会社＞

出典）公益社団法人日本通信販売協会

企業名 所在都市

キューサイ 福岡県福岡市

やずや 福岡県福岡市

メディア・プライス 福岡県福岡市

悠香 福岡県大野城市

再春館製薬所 熊本県上益郡益城町

ジャパネットたかた 長崎県佐世保市

健康家族 鹿児島県鹿児島市

財宝 鹿児島県鹿島市

イング 鹿児島県姶良郡姶良町

風
力

風
力

風力

風力

地熱

風

出典）「九州のビジネス環境」
九州経済産業局

出典）「九州のビジネス環境」
九州経済産業局

出典）「九州ハンドブックＨ26年度版」日本政策投資銀行
独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構



土地利用型作物、施設野菜、
果樹栽培などが盛んな北部九州

すいか（熊本県 全国１位）

肉用牛（鹿児島県 全国１位）

ブロイラー（宮崎県 全国１位）

いちご（福岡県 全国２位）

肉用牛、豚、ブロイラー等
の畜産が盛んな南部九州

JA筑前あさくら（ゆず胡椒）

吉村商店（鯵餡餃子）

原田醤油店
（濃口醤油）

南薩食品（株）
（鶏肉、ソーセージ）

ゼンカイミート（株）（ビーフ）
21,046

30,463
35,151

104,107

9,995 16,671
22,913

39,874

376
8,643

14,394

28,464

3,334

16,477

9,458
9,881

4,500
11,427

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2008 2009 2010 2011 2012 2013

志布志 細島 八代 佐伯 大分

福岡

109

佐賀

10

長崎

60

熊本

136

大分

175
宮崎

196 鹿児島

86

その他

3,114

2012年
3,887億円

20％

福岡

162 

佐賀

254 

長崎

260 
熊本

281 

大分

222 

宮崎

77 鹿児島

476 

その他

2,399 

42％

2012年

4,132億円

福岡

50 

佐賀

132 

長崎

181 

熊本

309 
大分

116 

宮崎

480 

鹿児島

788 

その他

3,141 

2012年

5,197億円

40％

九州圏を取り巻く現状について

（２）九州の産業経済及び通商

■農林水産業は全国シェア約２割を生産。
・特に肉用牛、海面養殖業のシェアは４割超え。
・九州一丸となった農林水産品の海外展開を推進。いちご、牛肉、ぶりフィレ、木材などの輸出は過去最高。
・全国の木材輸出の６割強を九州３港で占める。
・農業の法人化など経営基盤強化が進む。
・イスラム圏に向けたハラール認証取得企業が九州にも出現。

出典）「図説九州経済2014」九州経済調査協会

出典）「生産農業所得統計」
「生産林業所得統計」
「漁業生産額統計」

農林水産省

ハラール認証取得企業

＊ゼンカイミート（株）では、
日本初の生肉のハラール認証を取得

＜牛肉（生及び冷凍）の輸出額＞

＜ぶり（冷凍したフィレ）の輸出額＞

＜いちご（生鮮）の輸出額＞

出典）「貿易統計」財務省 出典）Halal Development Industry Corporation

＜九州圏における農水産物の産出状況＞

出典）「貿易統計」財務省

＜九州主要港の木材輸出の推移＞

＜農林水産業産出額の推移＞ ＜九州圏における農業生産法人数＞

587.2

596.1

634.4

641.5

560

570

580

590

600

610

620

630

640

650

2004 2005 2009 2010

（10億USD） ＜ハラール食品の市場規模＞

5

＜ハラール食品の世界市場規模＞

出典）「生産農業所得統計」「生産林業所得統計」
「漁業生産額統計」農林水産省

939
1,074

1,276
1,052

1,197

1,555

23.2

28.5

37.6

30.4

23.6

26.9
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40.0

0
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九州圏 全国における九州圏の割合

（百万円） （％）

154

123 130
119

154 163

76.6 77.0

70.0
67.2

84.6

67.9

0.0

23.0

46.0

69.0

92.0

0

50

100

150

200

2008 2009 2010 2011 2012 2013

九州圏 全国における九州圏の割合

（百万円） （％）

965

2,598

3,725

5,106 5,013

6,030

72.4
75.8

83.1 85.6 86.6 85.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

0

1400

2800

4200

5600

7000

2008 2009 2010 2011 2012 2013

九州圏 全国における九州圏の割合

（百万円） （％）

281
99
168

416

359

360

662

656

919

1,252

1,817

2,031 2,049
2,174

2,345

15.8
15.6

15.8

16.4

17.2
17.0 17.0

17.3

13.0

13.8

14.6

15.4

16.2

17.0

17.8

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

1995 2000 2005 2009 2010 2011 2012 2013

（法人）

福岡県 佐賀県
長崎県 熊本県
大分県 宮崎県
鹿児島県 九州圏
全国における九州圏の割合

（％）

＜海面養殖業精算額の割合＞

＜農業（肉用牛）生産額の割合＞

＜林業産出額の割合＞



339
400

436
506

591 593

410

521 523 517
562

284 338 428 543 611 716 409 504 564 565 662

6.2%
6.5% 6.6% 6.7%

7.0%

7.3% 7.6%

7.7% 8.0%

8.1%

8.1%
6.4%

6.9%

7.5%

8.1%
8.4%

9.1%

7.9%
8.3% 8.3%

8.0%

8.1%

2.5%

3.5%

4.5%

5.5%

6.5%

7.5%

8.5%

9.5%

0
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400
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1,000

1,200

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

輸出 輸入

全国における九州圏の輸出割合 全国における九州圏の輸入割合

（百億円）

輸出5.2％減

輸入7.7％減

338

831

1,868

2,510

1,339

3,550

5,950

482

1,285

2,401

3,509

688

3,234

4,515

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

ゴムタイヤ及び

チューブ

映像機器

有機化合物

自動車

船舶類

鉄鋼のフラット

ロール製品

半導体等

電子部品

2008 2013 （億円）

0.98

0.99

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

＜アジアとの貿易額の伸び率＞

九州圏（輸出） 九州圏（輸入）

＜アジアとの貿易額の伸び率＞

九州圏を取り巻く現状について

（２）九州の産業経済及び通商

○九州圏とアジア・世界との貿易額は、世界金融危機からほぼ回復。自動車及び有機化合物の輸出が増加。
・九州は我が国のアジアへのゲートウェイ。東南アジアとの経済連携（ＭＯＵ）も進む。
・外貿コンテナ取扱が157万ＴＥＵと過去最大。
・九州圏における博多港の荷役量がこの15年で2.4倍。博多港の大水深化の推進、荷役の効率化・迅速化のための輸出入コンテナのステ
イタス確認システム（ＨiＴＳ）の導入、荷役機械の電動化等が効果を発揮（日本初 港湾環境賞金賞受賞）。

＜九州圏における輸出入額の推移＞

出典）「貿易統計」財務省

＜ＡＳＥＡＮ諸国とのＭＯＵ締結状況＞

提供）九州経済産業局

＜九州圏からアジアへの輸出額（品目別）＞

6

＜博多港コンテナヤード＞

提供）九州地方整備局出典）「港湾統計」国土交通省

＜九州圏の外貿コンテナ取扱貨物量＞

（1.3倍）

（1.4倍）

（0.8倍）

（0.5倍）

＜荷役機械(ﾄﾗﾝｽﾌｧｰｸﾚｰﾝ)の電動化＞

提供）九州地方整備局

出典）「博多港港湾統計」博多港

世界金融危機
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：九州経済国際化推進機構締結

：九州経済連合会締結
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（速報値）

（単位：万ＴＥＵ） ◆コンテナ取扱量の推移

輸出

輸入

移出

移入

アイランドシティCT
岸壁(-15m)供用開始

アイランドシティCT
岸壁(-14m)供用開始

出典） 博多港港湾統計

＜博多港のコンテナ取扱貨物量＞

出典）「港湾統計」国土交通省

＜アジアへのゲートウェイとしての九州＞

世界全体約6億TEU（2012年）
世界上位30位のうち韓国、中国、台湾の３地域（13港）で１.9億TEU

世界へ

アジア
内陸へ

国内へ

出典）「貿易統計」財務省

出典）「貿易統計」財務省
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(年度)

福岡 佐賀 長崎 熊本 鹿児島

九州圏を取り巻く現状について

（３）九州の観光交流

○九州新幹線開業の効果が大きい。
・府県間鉄道旅客は、大幅増加。域内の宿泊者数も順調に増加。新幹線駅からのレンタカーによる周遊観光も増加。
・熊本、鹿児島両県の観光入込客数が新幹線開通前後で２～４割増加。

○九州一丸となった観光振興の促進。
・九州アジア観光アイランド特区の指定を踏まえた特区ガイドの育成。
・九州観光推進機構と連携した知事によるトップセールスの実施。
・地域と連携した九州を周遊する観光列車の運行。九州各地に「九州オルレ」も12コース整備。

＜府県間鉄道旅客流動人員数（総数）＞

出典）「旅客地域流動調査」国土交通省

＜レンタカーの貸渡状況と観光入込客数＞

出典）「宿泊旅行統計調査」国土交通省
※2010年1～3月は、調査方法が異なるため集計に含まない

出典）福岡県

＜九州アジア観光アイランド特区
ガイド育成研修開講式＞

＜九州観光プロモーション派遣団
によるトップセールス＞

提供）九州運輸局

＜九州オルレ 唐津コース＞

提供）九州観光推進機構
＜観光列車の運行状況＞

＜延べ宿泊者数（季別）＞

出典）ＪＲ九州ＨＰ

＜観光列車：おれんじ食堂＞

提供）鹿児島県

＜観光列車の運行ルートと九州オルレのコース設定状況＞
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（列車数）

7
出典）九州運輸局、各社ＨＰ ＊九州アジア観光アイランド

総合特区（九州圏全域）

＜観光列車：ななつ星in九州＞

出典）九州運輸局、各社ＨＰ、九州観光推進機構

1,060 1,066
1,107

847

1,080 1,106
1,146

944

1,301 1,261
1,366

943

1,196 1,216 1,250

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2010 2011 2012 2013

1～3月 4～6月 7～9月 10～12月

（万人泊）

出典）九州運輸局、
「共通基準による観光入込客統計」観光庁

＜大分県の観光入込客数＞

熊本熊本

＜熊本県の観光入込客数＞

＜宮崎県の観光入込客数＞

＜鹿児島県の観光入込客数＞

九州新幹線の開業
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＜外国人入国者数の伸び率（対2008年）＞

九州圏 全国値

九州圏を取り巻く現状について

（３）九州の観光交流

○外国人の九州への来訪が顕著に増加。
・外国人入国者数は121万人と過去最高。2013年は2008年に比べて40％増加。全国の伸び率を上回る。留学生数も増加。
・ＭＩＣＥ開催件数は福岡市で過去最高。全国２位。国際会議場の増設を計画中。
・格安航空会社（ＬＣＣ）の国内外路線の新規就航が相次ぐ。
・外国船社運航クルーズ船の寄港回数は2012年に2.6倍、全国の４割を占める。
・ＬＣＣやヨーロッパ便の新規就航等で福岡空港の過密化が深刻。羽田・成田に次ぐ全国３位の旅客数を誇る。空港能力向上のため、

平行誘導路の二重化や滑走路増設に係る環境影響評価の手続等を推進。

出典）「出入国管理統計」法務省
出典）「出入国管理統計」法務省

＜九州圏への留学生数＞

出典）「留学生受入れの概況」独立行政法人日本学生支援機構

出典）「国際会議統計」日本政府観光局

出典） 各社運航スケジュールより作成
（2014年6月30日現在）

＜アムステルダム線就航記念式典＞

提供）福岡県

＜ＬＣＣの運航状況＞

出典）国土交通省資料

＜平行誘導路二重化による

遅延・待機緩和効果の例＞

提供）九州地方整備局

＜外国人入国者数＞ ＜外国人入国者数の伸び率（対2008年）＞

＜ＭＩＣＥの開催件数＞

＜外国船社運航クルーズ船の寄港回数＞
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15.1万回
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提供）九州地方整備局

＜福岡空港 旅客数の推移＞

提供）九州地方整備局

＜福岡空港 発着回数の推移＞

※発着回数には回転翼機を含まない。



九州圏を取り巻く現状について

（４）九州の自然災害対策
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＜川内川豪雨＞

出典）浸水面積、被災者数は、
「南海トラフ巨大地震の被害想定」内閣府
被害額は、「南海トラフ地震、都道府県の
被害額一覧」日本経済新聞

8.2 （4.9%）

11.1 （7.7%）

27.6 （27.2%）

160.5 （95.1%）

134.0 （92.3%）

73.9 （72.8%）

0 50 100 150 200

被害額（兆円）

被災者数（万人）

浸水面積（千ha）

九州圏 九州圏以外

＜南海トラフ巨大地震による被害想定＞＜南海トラフ巨大地震の津波高と津波浸水域＞

出典）「南海トラフの巨大地震モデル検討会」内閣府

提供）九州地方整備局

＜九州北部豪雨（白川）＞

提供）九州地方整備局

＜新燃岳噴火＞＜奄美豪雨＞

提供）九州地方整備局 提供）九州地方整備局

○九州圏は風水害・土砂災害（台風の上陸数が多い）や火山災害の頻度が高く、近年では南海トラフ地震によ
る被害も懸念されている。
・風水害・土砂災害

川内川豪雨（2006.７） : 浸水被害136箇所、浸水戸数2,347戸、浸水面積2,777ha等の被害が発生。河川激特事業を実施済。
奄美豪雨 （2010.10） : 死者４名、負傷者数２名、浸水戸数1,583戸等の被害が発生。災害発生直後から、道路や通信手段が寸断され、九州地方

（2011.９） 整備局はリエゾン、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを現地派遣し現地支援。離島災害の重要性が認識された。床上特緊事業を実施中。
九州北部豪雨（2012.７)：九州北部を中心に、河川氾濫、道路の被災、土砂災害、市街地浸水被害が発生。死者31名、行方不明者３名、重軽傷者32

名。九州地方整備局では、リエゾン、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥを派遣し、技術的支援等を実施。激特事業、床上特緊事業を実
施中。

・火山災害
新燃岳（2011.１）:52年ぶりの爆発的噴火が発生。九州地方整備局が緊急的土石流対策を、九州森林管理局が治山対策を実施。
桜島（2009～）: 噴火活動が2009年から活発化（毎年1,000回以上の噴火。2013年８月には、観測史上最大となる噴火を記録。）

・南海トラフ巨大地震による被害想定
「南海トラフ巨大地震の被害想定」（内閣府）により、宮崎県・大分県を中心に、津波高さ最大で17m、被害浸水面積27.6千ha（約27％）、被害者
数11.1万人（約７％）、被害額8.2兆円（約５％）と想定。津波に強い地域づくりや広域支援の構築などが重要。



提供）九州地方整備局

＜九州地方整備局の防災体制＞

建設後50年

以上の橋梁

65%

建設後50年

未満の橋梁

35%
九州圏

2032年4月

    （20 年後） 

建設後50年

以上の橋梁

28%

建設後50年

未満の橋梁

72%

九州圏
2012年4月

（現 在）      

九州圏を取り巻く現状について

（４）九州の自然災害対策

○大規模自然災害に対する備えの進展。
・南海トラフ巨大地震に備えた広域訓練など、総合的な津波防災対策の推進。
・九州地方整備局は、災害時市町村の円滑な応援を実施するため「大規模災害時の応援に関する協定」締結。
・「道の駅」の防災拠点化（既存施設の有効活用）。避難階段等の整備。
・ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ等による広域支援。
・災害対策用機械（照明車及び散水車）を口蹄疫、鳥インフルエンザに対する防疫対策の強化に活用。
・社会資本の老朽化対策のため、点検・診断の高度化や人材育成も含めた総合的な対策を推進。

提供）九州運輸局

＜南海トラフ等巨大地震を想定した
総合防災訓練（宮崎県宮崎市）＞

＜社会資本の老朽化（建設後50年以上の
橋梁（２ｍ以上）の箇所数）＞

出典）九州地方整備局
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＜大規模な災害時の応援に関する協定（九州地方整備局）
（2014年６月12日時点）＞

出典）九州地方整備局

＜宮崎県高原町と九州地方整備局との調印式＞

】

＜橋梁技術講習会 現地実習実施状況＞

福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 計
230
100%

58

協定締結状況（政令市除く）

432618442120

提供）九州地方整備局

出典）九州地方整備局



-9.6%

-7.0%

-5.0%

-13.6%

-15.0%

-20.8%

-5.8%

-2.0%

-2.0%
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29.6%
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32.4%

15.0%

16.0%

9.3%

40.7%

3.3%

2.4%

3.6%

1.4%

1.9%

0.8%

5.1%

-40% -20% 0% 20% 40% 60%

東アジアとの経済や

産業面での交流・連携

九州内の県庁所在地など

都市間の交流・連携

災害時の県を越えた支援体制など

災害に強い地域づくり

都市と農山漁村の交流・連携

誰もが安心とゆとりを実感できる

子育てや生活環境の形成

離島や半島、山間部などの

地域の活性化

自然や温泉、歴史・文化など、

個性を活かした地域づくり

（N=1,070）

■後退した ■やや後退した ■やや進んだ ■進んだ

戦略目標Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

Ⅳ

Ⅴ

Ⅵ

Ⅶ

戦略目標の進捗状況（全体）

・「Ⅰ東アジアへのフロントランナーとして発展する九州圏の形成」、「Ⅱ基幹都市圏を核とした多極型圏土構造と九州圏の一
体的な発展」、「Ⅲ災害・環境ハザード最前線の安全・安心で美しい九州圏の形成」、「Ⅶ各地域の個性を活かした先導的な
地域づくり」については、進捗がみられるところ。

・一方で、「Ⅳ拠点都市圏と多自然居住地域の交流による都市自然交流圏の形成」、「Ⅴ生活中心都市を核とした安心でゆとり
ある基礎生活圏の形成」、「Ⅵ離島・半島、中山間地域等の地理的制約を克服する豊かな定住環境の形成」については、進捗
している状況とまでは評価できないところ。

・現行計画全体では、緩やかな進捗がみられると評価できるが、今後は、より広域なアジア地域との経済・産業交流、ゲート
ウェイ機能の強化、基幹都市圏間の交流・連携、防災・減災対策の広域支援体制の充実を進めるとともに、多様な地域資源を
活かした離島部等の活性化、基礎生活圏における豊かな生活環境の形成の取組強化が求められている。
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＜戦略目標の進捗状況（総括表）＞

戦略目標
①モニタリング指標

②取組状況 中間評価（良い傾向指標数）
－（悪い傾向指標数）

Ⅰ東アジアへのフロントランナーとして

発展する九州圏の形成
＋３

５年間の
取組状況
（後述）

着実に進捗している

Ⅱ基幹都市圏を核とした多極型圏土構

造と九州圏の一体的な発展
＋５ 着実に進捗している

Ⅲ災害・環境ハザード最前線における

安全・安心で美しい九州圏の形成
＋５ 着実に進捗している

Ⅳ拠点都市圏と多自然居住地域の交

流による都市自然交流圏の形成
－１

進捗している状況と
までは評価できない

Ⅴ生活中心都市を核とした安心でゆと

りある基礎生活圏の形成
－２

進捗している状況と
までは評価できない

Ⅵ離島・半島、中山間地域等の地理的

制約を克服する豊かな定住環境の形成
－２

進捗している状況と
までは評価できない

Ⅶ九州圏の各地域の個性を活かした

先導的な地域づくり
＋５ 着実に進捗している

【５年間の進捗】

＜九州圏広域地方計画の進捗等に関するｲﾝﾀｰﾈｯﾄｱﾝｹｰﾄ結果＞
(H26.5)



12

戦略目標Ⅰの中間評価 （東アジアへのフロントランナーとして発展する九州圏の形成）

【指標分析】現行計画のモニタリング19指標のうち、良い傾向にある指標が９、悪い傾向にある指標が６。
※進捗状況を把握するため、当初モニタリング(H21年度)から設定されている指標

【５年間に行われた主な取組】
[1-1]環黄海経済・技術交流会議の開催、九州経済国際化推進機構等による東南アジア各国と経済交流覚書（ＭＯＵ）締結、中

小企業の海外展開支援
[1-2]北部九州自動車150万台先進生産拠点推進構想の推進、東九州メディカルバレー構想特区の指定
[1-3]オール九州農水産物トレードフェアの開催、特定家畜伝染病に対する対策マニュアル策定、九州アジア観光アイランド総

合特区の指定、クルーズ客船受け入れ施設の整備、九州オルレの整備
[1-4]福岡-アムステルダム便の就航、ＬＣＣ佐賀-上海便の就航、国際物流ターミナルの整備(博多・伊万里・八代・細島港）
[1-5]九州新幹線の全線開業、新幹線駅からの二次交通の整備

①計画の進捗状況

【環黄海経済・技術交流会議の様子】

出典）福岡市

【外国クルーズ船の入港風景】

指標分析では、四輪自動車生産台数（２割増）や外国人入国者数（４割増）など、良い傾向にある指標が多
い。

５年間のうちに、東南アジア各国とのMOU締結や、九州一体となった農林水産物フェアの開催、九州アジア
観光アイランド特区の指定、港湾・空港におけるゲートウェイ機能の強化などが進んでおり、アンケート結果
でも進捗しているとの評価。

『着実に進捗している』と評価できる。

提供）九州経済産業局

【ベトナム計画投資省との協議】

【ｵｰﾙ九州農水産物ﾄﾚｰﾄﾞﾌｪｱin香港】

提供）九州農政局

提供）九州経済産業局

29.8%

-2.3%
-0.7%

18.6%

-36.8%
-0.4%

-7.8%

-6.0%

-6.4%

21.6%

25.9%39.7%

7.3%

9.4%

-6.4%

-14.3%

7.9%
-3.9%

1-1アジアからの
外国人留学生数

1-1アジアとの輸出額

1-1アジアとの輸入額

1-2四輪自動車
生産実績

1-2集積回路
生産実績

1-3農業産出額

1-3海面漁業・
養殖業生産額

1-3食料品輸出額

1-3観光宿泊客数

1-3外国人観光

宿泊客数

1-3九州の外国人入国者数

1-4国際空港
外国人入国者数

（63.3%）

1-4国際港湾
外国人入国者数

1-4外貿コンテナ
取扱個数推移

1-4広域ブロック間旅客
流動人員数（総数）

1-4広域ブロック間貨物
流動量（総数）

1-5府県間鉄道旅客
流動人員数（総数）

1-5県間旅客
流動人員数（総数）

数値は増減率を示す。
・青：５%以上の増加

・赤：５％以上の減少

40%

-40%

＜戦略目標１＞

1-3林業産出額

0%

良い傾向にある指標が多い

（良い）－（悪い）＝＋３



戦略目標Ⅰの中間評価 （東アジアへのフロントランナーとして発展する九州圏の形成）

戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、アジア各国とのＭＯＵ締結等を通じた交流・連携の促進や、
医工連携による生活支援ロボット開発など成長期待産業の育成・支援を推進する。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・東アジアとの経済や産業面での交流・連携のために、観光アイラ
ンド及びフードアイランドの形成を望む声が多い（31%)。福岡県な
どが国際交流の推進を望む。

・九州新幹線効果の持続については、新幹線駅からの二次交通
の充実（48%）や広域的な観光ルートの整備（44%)までを望む声が
多い。

31.1

27.6

24.5

20.7

19.9

19.6

14.2

11.9

6.0

0 10 20 30 40 50

豊富な観光資源を活かした

観光アイランドの形成

九州の高品質な食を活かした

フードアイランドの形成

国際的なイベントなど国際交流の

推進、国際協力や貢献

海外との連携を担う国内外の

人材育成や九州での雇用確保

海外との航空路線や航路の充実、

港湾・空港の整備など

エネルギー、ロボット、医療・バイオ、

情報・コンテンツなど、新たな産業の育成

九州の企業の海外進出の促進

自動車、半導体など九州全体の

発展を牽引する産業群の形成

その他

（％）
＜東アジアとの経済や産業面での交流・連携（九州全体）＞

（N=1,070）

48.1

44.5

27.9

23.1

16.7

7.1

0 20 40 60

新幹線駅と周辺の地域とを結ぶ

公共交通の充実

新幹線駅からの周遊型の

広域観光ルートの整備

在来線の魅力向上

新幹線駅前のまちづくりと賑わいの創出

新幹線で直結している

近畿以西への魅力発信

その他

（％）＜九州新幹線効果の持続（九州全体）＞

（N=1,070）

【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

【タイ投資委員会
とのＭＯＵ締結】

・第二期九州観光戦略等の策定、特区の指定、特区ガイド育成
・WiFi環境の整備促進

・九州一体となった観光戦略の推進

・東アジア地域のLCC誘致促進、国際線旅客ターミナルの整備

・格安航空会社(LCC)の就航促進

・HACCPや有機JAS認証取得等による販路開拓
・九州地域の森林・林業・木材産業アクションプランの策定

・安全で高付加価値な農林水産品の輸出促進

・ハラール対応施設整備等の支援

・拡大するハラール市場への参入促進

・広域アジアとの経済交流（ＭＯＵ）の締結促進
・インターナショナル・ビジネス・センター（IBC）の設置等
・環境姉妹都市提携の覚書締結

・広域アジアとの人的、物的、文化、
技術、経済等の交流・連携の促進

・唐津コスメティック構想、ジャパンコスメティックセンターの開設

・コスメティック産業クラスターの
形成

・ロボット産業振興会議の設立、実証実験による市場開拓、
技術実用化の支援

・ヘルスケア産業推進協議会の設立等
・医療機器産業研究会の設立等

・医工連携による医療・介護・
生活支援ロボットの開発

【生活支援ロボット】

【ｼ゙ｬﾊ゚ﾝ・ｺｽﾒﾃｨｯｸｾﾝﾀー の設立】

出典）九州経済産業局

出典）ロボット産業振興会議ＨＰ

出典）佐賀県

出典）一般社団法人九州観光推進機構

【九州観光のロゴマーク】
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18.6

15.6

20.3

13.4

8.5

10.6

13.9

11.3

12.5

8.0

24.6

21.1

14.2

19.4

20.6

14.6

11.6

26.8

29.6

27.4

27.1

17.5

36.5

30.4

24.8

29.6

35.4

31.9

32.0

39.6

39.9

17.3

14.1

21.2

21.5

22.7

28.1

20.3

5.1

1.4

3.5

7.6

13.4

5.2

6.5

0 50 100 150 200

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

国際的なイベントなど国際交流の推進、国際協力や貢献

九州の企業の海外進出の促進

海外との連携を担う国内外の人材育成や九州での雇用確保

自動車、半導体など九州全体の発展を牽引する産業群の形成

エネルギー、ロボット、医療・バイオ、情報・コンテンツなど、新たな産業の育成

九州の高品質な食を活かしたフードアイランドの形成

豊富な観光資源を活かした観光アイランドの形成

海外との航空路線や航路の充実、港湾・空港の整備など

その他

＜東アジアとの経済や産業面での交流・連携（県別）＞

（N=411)

（N=71)

（N=113)

（N=144)

（N=97)

（N=96)

（N=138)

（％）



1.0%
0.8%

-1.3%

-13.6%

-1.4%

2.9%

13.6%

0.0%
31.0%

10.0%

31.6%

2-1各都市圏における
人口の割合

2-1各都市圏における
世帯数の割合

2-1地元企業
本社数

2-1百貨店数

2-1大学数

2-1公設試験研究機関数

2-1第3次救急医療施設数
2-1がんセンター数

2-1海外総領事館数

2-1コンベンションセンター数

2-2特許登録件数

2-3ブロードバンドサービス
契約数（109.8%）

2-3ブロードバンドサービス
世帯普及率（103.4%）

数値は増減率を示す。
・青：５%以上の増加
・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標２＞
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【指標分析】現行計画のモニタリング13指標のうち、良い傾向にある指標が６、悪い傾向にある指標は１。
【５年間に行われた主な取組】
［2-1］国家戦略特区の指定
［2-1］福岡・熊本・鹿児島での九州新幹線開通に合わせた駅前複合施設の整備・拠点機能の強化
［2-1］九州観光推進機構と九州各県と連携した九州圏のＭＩＣＥ施設等のＰＲ、誘致促進
［2-2] 九州女性起業フォーラムや、九州各地での国際音楽祭や芸術祭の開催（魅力ある都市の形成）
［2-3］東九州自動車道、西九州自動車道、九州横断自動車道等の順次開通、九州新幹線の全線開通
［2-3］高速情報通信体系の整備促進、ブロードバンド契約数・世帯普及率の進展

①計画の進捗状況

指標分析では、基幹都市圏への第三次医療施設（３箇所増）、特許登録件数（３割増）など、良い傾向にあ
る指標が多い。

５年間のうちに、博多駅などの新幹線駅前の複合施設の整備、ＭＩＣＥ施設の誘致促進、東九州自動車道な
どの基幹都市圏を連携する高速交通網の整備、高速情報通信体系の整備が進んでおり、アンケート結果でもこ
れらの関連項目が進捗しているとの評価。

『着実に進捗している』と評価できる。

戦略目標Ⅱの中間評価（基幹都市圏を核とした多極型圏土構造と九州圏の一体的な発展）

良い傾向にある指標が多い

（良い）－（悪い）＝＋５

【JR博多駅前地区整備】 【第１回九州女性起業フォーラム】

 
【東九州自動車道 北川IC付近】

提供）九州地方整備局
提供）福岡市

【MICE（第71回全国都市問題会議）】

提供）熊本市

提供）九州経済産業局

【九州新幹線百日祝い出発式】

出典）福岡県



【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

はも

車えび

関アジ・ 関サバ

ふぐ

養殖ブリ・ 太刀魚

スイート ピー

かつお

かんしょ

玉ねぎ

きんかん

養殖ブリ

福岡県

大分県

宮崎県

熊本県

鹿児島県

戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、九州で唯一24時間利用可能な北九州空港の利点を活か
した航空貨物拠点化などを推進する。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・基幹都市圏の維持・発展のため、都市圏内の交通体系の充実を
望む声が多い（37%）。大分県・宮崎県などは高速道路の整備、長
崎県は高次都市機能の充実を望む声が多い。

・高速道路整備への期待として、一般道路の渋滞緩和や遠方への
外出回数の増加への期待が多い（31%）。鹿児島県などは、訪れ
る観光客の増加に対する期待が多い。

戦略目標Ⅱの中間評価（基幹都市圏を核とした多極型圏土構造と九州圏の一体的な発展）

37.1

33.2

30.5

24.4

21.6

20.4

5.3

0 10 20 30 40

地下鉄やバス、路面電車、都市高速

など、都市圏内の交通体系の充実

百貨店、美術館、高度な医療機関、総合大学・

研究所、国際会議場など、遠くから人が集まり、

高度なサービスが受けられる施設の充実

基幹都市圏どうしを連絡する

高速道路などのネットワークの充実

基幹都市圏と周辺の農山漁村との

交流・連携の促進

多彩な人々が集う文化・芸術活動への

支援や文化施設の有効活用

都心部の緑化や広場の確保、港湾や

河川水辺の環境整備など魅力ある市街地形成

その他

（％）
＜基幹都市圏の維持・発展（九州全体）＞

（N=1,070）

30.8

30.3

25.0

23.6

23.4

20.4

15.3

5.5

0 10 20 30 40

一般道路の渋滞緩和や事故の減少

遠方への買い物や観光などの

回数の増加

お住まいの地域の地場産業の活性化

遠距離の通勤や通学、通院等、日常生活

における利便性の向上

お住まいの地域を訪れる観光客の増加

大規模な災害時の迅速な救援や

復旧活動による安全性向上

お住まいの地域への新たな工場や

企業等の進出

その他

（％）
＜高速道路整備への期待（九州全体）＞

（N=1,070）

【国際貨物定期便】

【北九州空港】

・国際航空貨物に対する助成や国内向け生鮮貨物の輸送支援

・集荷活動、定期貨物便の増便、路線の安定、新規路線誘致の取組

・九州で唯一24時間利用可能な北九州空港の利点を
活かした国際的な航空貨物拠点化の推進

出典）福岡県

【人工衛星の輸送】

出典）大分県､宮崎県ＨＰ、九州経済調査協会資料

＜凡例＞

【一次産業分野(主要な生鮮物)】

農 業

水 産 業

【二次産業分野】

自動車関連

半導体関連等

出典）福岡県 出典）福岡県
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百貨店、美術館、高度な医療機関、総合大学・研究所、国際会議場など、遠くから人が集

まり、高度なサービスが受けられる施設の充実
地下鉄やバス、路面電車、都市高速など、都市圏内の交通体系の充実

都心部の緑化や広場の確保、港湾や河川水辺の環境整備など魅力ある市街地形成

多彩な人々が集う文化・芸術活動への支援や文化施設の有効活用

基幹都市圏どうしを連絡する高速道路などのネットワークの充実

基幹都市圏と周辺の農山漁村との交流・連携の促進

その他

＜基幹都市圏の維持・発展（県別）＞
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長崎県

熊本県
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鹿児島県

一般道路の渋滞緩和や事故の減少

遠距離の通勤や通学、通院等、日常生活における利便性の向上

遠方への買い物や観光などの回数の増加

大規模な災害時の迅速な救援や復旧活動による安全性向上

お住まいの地域の地場産業の活性化

お住まいの地域への新たな工場や企業等の進出

お住まいの地域を訪れる観光客の増加

その他

＜高速道路整備への期待（県別）＞

（N=411)

（N=71)

（N=113)

（N=144)

（N=97)

（N=96)

（N=138)

（％）

【東九州自動車道沿線の主要産業立地】



33.9%

37.6%

13.0%

1.1%

3.3%

3.4%
-1.9%

-6.5%

8.9%

5.0%

3-1自主防災組織活動カ
バー率

3-1公共施設等の耐震
化進捗率

3-2第三次救急医
療施設数

3-3自然公園利用者数

3-3生物多様性地域戦略
策定数（600.0％）

3-4一人一日あたりの
ごみ排出量

3-4河川の環境基準達成率

3-4海域の環境基準達成率

3-4有明海のCOD
環境基準達成率

3-4八代海のCOD
環境基準達成率

3-5新エネルギー導入量

数値は増減率を示す。

・青：５%以上の増加
・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標３＞
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【指標分析】現行計画のモニタリング11指標のうち、良い傾向にある指標が６、悪い傾向にある指標は１。
【５年間に行われた主な取組】
［3-1］九州北部豪雨からの復旧、新燃岳噴火に伴う土石流対策、嘉瀬川ダム・大山ダム・稲葉ダムの完成、南海トラフ巨大地

震・津波対策の推進、耐震強化岸壁の整備
［3-1] 社会資本の老朽化対策・長寿命化に向けた技術者育成
［3-2］大規模災害を想定した総合防災訓練、応援協定の締結、九州地方知事会と関西広域連合の相互応援協定、ドクターヘリ

の広域運用、ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ・リエゾンの派遣
［3-4］グリーンアジア国際戦略総合特区の指定
［3-4］北九州市「環境未来都市」への選定、ごみゼロ九州キャンペーンの実施、響灘ビオトープの開園
［3-5］ながさき海洋・環境産業拠点特区の指定
［3-5］九州ソーラーネットワークの設立、再生可能エネルギーの導入、北九州スマートコミュニティ実証

①計画の進捗状況

指標分析では、耐震化率（４割増）、新エネルギー導入量（５％増）など、良い傾向にある指標が多い。
５年間のうちに、北部九州豪雨からの復旧、大規模災害に備えた広域連携の推進、進行する老朽化への対策

の推進、ゴミの減量対策、太陽光などの再生可能エネルギーの導入・開発などが進んでおり、アンケート結果
でも進捗しているとの評価。

『着実に進捗している』と評価できる。

提供）九州経済産業局

戦略目標Ⅲの中間評価 （災害・環境ハザード最前線における安全・安心で美しい九州圏の形成）

良い傾向にある指標が多い

（良い）－（悪い）＝＋５

【嘉瀬川ダム】

【九州北部豪雨の復旧状況
（国道57号滝室坂）】

【ＳＯＮＥＱ設立記念セミナー】

提供）九州地方整備局提供）九州地方整備局

提供）九州経済産業局

【道路橋点検の現地実習】

提供）九州地方整備局



戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、人材育成・市町村支援などを含む総合的な老朽化対策
や、河川法改正を踏まえた小水力発電の導入などを進める。

②今後の方向

17

【アンケート結果】

・自然災害対策については、風水害対策、土砂災害対策を望む声
が多い（53%）。宮崎県では家畜伝染病対策を望む声が多い。

・被害の軽減方法として、広域防災拠点の整備や老朽化がすすむ
社会資本の維持管理を望む声が多い（34%）。

・環境負荷の低減については、再生可能エネルギーの導入推進を
望む声が多い（56%）。

戦略目標Ⅲの中間評価 （災害・環境ハザード最前線における安全・安心で美しい九州圏の形成）

53.0

47.7

34.1

29.3

12.4

4.5

0 20 40 60

台風・高潮などの風水害対策

がけ崩れなどの土砂災害対策

地震・津波対策

口蹄疫、鳥インフルエンザなど

家畜伝染病対策

火山災害対策

その他

（％）＜自然災害対策（九州全体）＞

（N=1,070）

34.3

32.8

26.7

22.3

22.1

19.8

17.5

4.7

0 10 20 30 40

大規模災害時の応急・復旧活動の

要となる広域防災拠点の整備

老朽化したダム、堤防、防波堤、

高速道路などの効率的な維持管理

避難訓練やハザードマップの配布など

災害への備えの充実

テレビ、防災無線、携帯電話など

による災害情報の適切な伝達

ヘリコプターによる患者搬送や他県から

の応援など広域支援体制の充実

避難ビル、避難施設など、

身近な避難施設の整備

被害を軽減する新しいダム、堤防、

防波堤、高速道路などの適切な整備

その他

（％）
＜自然災害被害の軽減（九州全体）＞

（N=1,070）

56.3

36.0

25.5

19.6

14.3

12.1

11.9

3.7

0 20 40 60

太陽光、風力、水力、地熱など自然再生

エネルギーの積極的な導入

ゴミのリサイクルや、ゴミの発生抑制、

製品の再使用の促進

自然・生態系の保全や環境学習、

環境教育の推進

有明海や瀬戸内海など、閉鎖性海域の

水質汚染の防止

物流の効率化、水素エネルギーの

導入など省エネルギー社会の実現

水ビジネス、大気中のばいじん除去技術

など、アジアへの環境技術の輸出

雨水利用や地下水かん養などによる

水循環の維持・向上

その他

（％）
＜環境負荷の低減（九州全体）＞

（N=1,070）

【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

・長寿命化計画、公共施設等総合管理計画、

個別施設計画等の策定

・資産マネジメント推進室の設置、資産マネジメントの

現状分析及び考え方の整理

・人材育成

・総合的な老朽化対策の推進

・災害時の情報収集・伝達・共有における防災GIS情報通信技術の活用

・要援護者データと住民基本台帳データを導入した災害対応支援システムの運用

・先進の情報通信技術を活用した防災・減災対策の取組

・PM2.5等の常時監視、自動測定、情報提供、

注意喚起、発生源の推定

・環境保護友好交流協力協定の締結、 海外研修

生の受け入れ、職員派遣

・微小粒子状物質(PM2.5)の

越境大気汚染対策の推進

・ダムや農業水利施設を活用した発電事業

・産学官連携による研究会の設立、企業等による

事業化に向けた準備

・市町村連携による発電所の建設

・全国小水力発電サミットの開催等による

情報発信、普及・啓発

・小水力発電の導入促進

【新曽木小水力発電所】

【道路橋点検現地実習】

【環境保護友好交流協力協定】

出典）環境省

出典）鹿児島県

出典）九州地方整備局

59.1

52.1

60.2

54.9

44.3

37.5

44.2

38.2

32.4

14.2

25.7

52.6

51.0

23.2

50.1

45.1

56.6

49.3

43.3

32.3

46.4

5.4

15.5

16.8

16.0

8.2

13.5

26.8

27.0

29.6

22.1

29.9

20.6

52.1

31.9

3.9

2.8

3.5

4.9

8.2

2.1

6.5

0 50 100 150 200

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

台風・高潮などの風水害対策

地震・津波対策

がけ崩れなどの土砂災害対策

火山災害対策

口蹄疫、鳥インフルエンザなど家畜伝染病対策

その他

＜自然災害対策（県別）＞

（N=411)

（N=71)

（N=113)

（N=144)

（N=97)

（N=96)

（N=138)

（％）
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【指標分析】現行計画のモニタリング７指標のうち、良い傾向にある指標が１、悪い傾向にある指標が２。
【５年間に行われた主な取組】
[4-1]豊後高田昭和の町地区、新宮町緑ヶ浜周辺地区、日向市駅周辺地区の拠点都市における中心市街地活性化の取組。大分駅

付近連続立体交差事業、五ヶ瀬大橋（延岡市）の新設による都市交通の円滑化や良好な都市環境の確保を図る取組。
[4-1]コミュニティ路線バス・デマンドタクシーによる生活支援機能の維持、肥薩おれんじ鉄道の観光交流促進による地域交通

の維持。
[4-2]グリーン・ツーリズムによる農家への民泊を伴った体験型教育旅行、子ども農山漁村交流プロジェクト、ちくご定住促進

プロジェクト、酪農体験の実施による都市自然交流圏の形成

①計画の進捗状況

指標分析では、道の駅数（11箇所増）の一方で、総合スーパー数（16％減）、貨物流動（８％減）と良い傾
向にない指標が多い。

５年間のうちに、中心部の区画整理や連続立体交差、コミュニティバスの運行などによる良好な都市環境の
形成や、体験型教育旅行等による都市と地方との交流等が図られているものの、人口減など拠点都市としての
機能減退が依然進んでおり、アンケート結果でも進捗していないとの評価。

『進捗している状況とまでは評価できない』。

戦略目標Ⅳの中間評価 （拠点都市圏と多自然居住地域の交流による都市自然交流圏の形成）

【日向市駅周辺地区の整備】

出典）日向市

【コミュニティバスの運行】

提供）宮崎県

【酪農作業体験の様子】

提供）ふくおか県酪農業協同組合

【観光列車「おれんじ食堂」】

提供）鹿児島県

【道の駅「そよ風パーク」】

出典）九州地方整備局

-16.0%
-3.6%

0.6%

12.9%

-1.0%

-10.0%

-0.8%

4-1総合スーパー数

4-1高等学校数

4-1公民館数

4-1道の駅数4-1拠点都市圏の人口割合

4-2貨物流動

4-2高速バス輸送人員数

数値は増減率を示す。

・青：５%以上の増加
・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標４＞

良い傾向にある指標が少ない

（良い）－（悪い）＝－１



【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、公共施設の民間の運営などによる既存施設の再生・賑
わいの創出などを進める。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・拠点都市圏の維持・発展については、地域資源を活かした魅力
ある市街地の形成（43%）、都市施設の充実、企業や工場の立地
促進（30%）を望む声が多い。

戦略目標Ⅳの中間評価 （拠点都市圏と多自然居住地域の交流による都市自然交流圏の形成）

42.9

30.0

29.7

25.9

22.0

20.0

5.2

0 10 20 30 40 50

歴史や文化、街並み、景観などを

活かした魅力ある市街地の形成

総合病院や福祉センター、大学・高等学

校やリサイクル施設など都市施設の充実

大型ショッピングセンターや主要企業の

工場など、企業立地の促進

県庁所在地などの大都市との行き来を

便利にする交通網の整備

有明海、阿蘇、筑後川、島しょなど周辺の

自然を活かした多様な交流・連携

まちの中心部に魅力ある施設を集め、

郊外は無秩序な開発を抑制する

その他

（％）
＜中規模都市圏の維持・発展（九州全体）＞

（N=1,070）

・行政・地域住民等との連携によるリノベーションの手法を用いた空きオフィスなど

遊休不動産のスモールオフィスへの転用、有効活用、地域のキーマンとなる人材の

発掘・育成、雇用の創出

・民間のノウハウを活かした、観光情報センター、カフェ、図書館、ビジネス支援セン
ター、会議室などを備えた複合施設等の指定管理者制度による施設運営

・公共施設の民間運営などによる既存施設の再生・
賑わいの創出

【空き店舗（改装前）】

【デザイナーやクリエイター向け
インキュベーション施設（改装後）】

【民間運営の図書館】 【民間運営の施設内カフェ】

出典）くまもと森都心プラザＨＰ出典）くまもと森都心プラザＨＰ

【小倉家守リノベーションスクール説明会】

出典）北九州市

出典）北九州市出典）北九州市
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【指標分析】現行計画のモニタリング９指標のうち、良い傾向にある指標が２、悪い傾向にある指標が４。
【５年間に行われた主な取組】
[5-1]コミュニティ食堂の設置や定期的な「市」の開催、商店街グルメのグランプリやマップ作成によるまちなかの新たな賑わ

いの創出
[5-2]周産期母子医療センターの整備など地域社会で安心して子供を産み育てることができる環境の形成
[5-2]社会参加のために必要な知識の習得機会を提供する「かごしまねんりん大学」開設
[5-3]九州一体となって輸出拡大に向けた海外での商談会「オール九州農水産物トレードフェアin香港」開催
[5-3]農林水産物の独自ブランド確立のための認証制度導入や首都圏等へのＰＲ活動

①計画の進捗状況

指標分析では、生活中心都市への転入者数（11％減）、基幹産業である漁業・林業産出額の減少など、良い
傾向にない指標が多い。
５年間のうちに、周産期医療センターの整備などの子育て支援や、ねんりん大学などの高齢者の社会参加支

援、農林水産製品のブランド化による６次産業化が進められているものの、依然として就業者数の減少などが
進んでおり、アンケート結果でも進捗していないとの評価。

『進捗している状況とまでは評価できない』。

戦略目標Ⅴの中間評価 （生活中心都市を核とした安心でゆとりある基盤生活圏の形成）

【知産知商 KYUSHOP】 【かごしまねんりん大学
地域デビュー総合コース】

【ｵｰﾙ九州農水産物ﾄﾚｰﾄﾞﾌｪｱin香港】

提供）大分県
提供）鹿児島県

提供）九州農政局

【周産期母子医療センター内診療風景】

-11.3%
-7.0%

3.4%

25.0%

-1.8%

-0.4%

-7.8%

-6.0%

5-1生活中心都市への
転入者数

5-1県内旅客流動
人員数

5-2合計特殊出生率

5-2駅施設のバリアフリー化の
実施割合

5-2乗合バスのバリアフリー
適合車の導入割合（49.1%）

5-3就業者数
数値は増減率を示す。
・青：５%以上の増加

・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標５＞

5-3農業産出額

5-3海面漁業・
養殖業生産額

5-3林業産出額

提供）熊本県良い傾向にある指標が少ない
（良い）－（悪い）＝－２



戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、少子高齢社会の到来を受けた７０歳代の社会参画や、
ブランド化による６次産業化の推進などを進める。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・基盤生活圏の形成については、医療体制や子育て支援の充実、
高齢者・障害者の活躍の場の確保を望む声が多い（40%）。

戦略目標Ⅴの中間評価 （生活中心都市を核とした安心でゆとりある基盤生活圏の形成）

40.0

31.3

27.1

24.9

22.5

20.5

7.6

4.7

0 10 20 30 40 50

安心して子供を産み育てることのできる

医療体制や子育て支援の充実

高齢者や障害者などを地域で支える

仕組みの充実や活躍の場の確保

中心商店街の活性化や医療・福祉・文化

施設、優良な住宅などの立地促進

周辺の都市との行き来を便利にする

交通網の整備

身近な生活圏内を巡回する

コミュニティバスなど生活交通の充実

農山漁村での暮らしを支える働く場の

確保や地場産業の活性化

農山漁村への民泊や体験型観光など

地域の生活や産業を生かした観光振興

その他

（％）
＜基礎生活圏の形成（九州全体）＞

（N=1,070）

【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

【７０歳現役応援センター】

【九州地域６次産業化推進会議】

提供）九州農政局

【６次産業化推進研修会】

出典）鹿児島県

・「福岡県70歳現役応援センター」設立

・求人開拓、就業・社会参加支援、
「ふくおか子育てマイスター」の認定

・「九州・山口 70歳現役社会づくり研究会」設置

・高年齢者雇用確保措置の導入促進、高年齢者
の就業支援、シルバー人材センターへの支援、
高年齢者の就業促進

・高齢者現役の社会づくりの推進

・サポートセンターの設置、フォーラム、推進会議、ファンド説明会の開催等

・独自品種の開発による商品のブランド化、高付加価化、差別化

・くまもと県南フードバレー構想の策定、推進協議会の設立

・ 素材生産コストの縮減、素材の量の確保と規格選別、製材品の量と品質の確保

・農林水産業の６次産業化の推進

提供）福岡県



久留米

大村 熊本
由布

宮崎

鹿児島

佐賀

宮崎大学医学部

附属病院

(H24.4月)

大分大学医学部

附属病院

(H24.10月)

久留米大学病院

(H14.2月)

鹿児島市立病院

(H23.12月)

熊本赤十字病院

(H24.1月)

国立病院機構

長崎医療センター

(H18.12月)

佐賀大学医学部附属病院

(H26.1月)

佐賀県医療センター好生館

(H26.1月)
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【指標分析】現行計画のモニタリング６指標のうち、良い傾向にある指標が０、悪い傾向にある指標が２。
【５年間に行われた主な取組】
［6-1］半島部のバイパスや離島架橋の開通、ドクターヘリの配備増
［6-1］高速情報通信設備の整備進捗による遠隔医療システムの導入
［6-2］「椿による五島列島活性化特区」の指定
［6-2］離島航路・離島航空路にむけた島民割引導入、省エネ船舶の建造、共通予備船の導入
［6-2］離島地域を博物館に見立てる「あまみシマ博覧会」等の開催

①計画の進捗状況

指標分析では、地理的制約等の厳しい地域の人口（４％減）や、離島の漁業漁獲量（12％減）など良い傾向
にない指標が多い。

５年間のうちに、ドクターヘリの配備（５機増）や離島架橋などの道路、情報通信基盤の整備による生活環
境の改善や、都市部と離島・中山間地との交流・連携の取組が積極的に展開されているものの、依然として人
口減少、基幹産業縮小が進んでおり、アンケート結果でも進捗していないとの評価。

『進捗している状況とまでは評価できない』。

戦略目標Ⅵの中間評価（離島・半島、中山間地域等の地理的制約を克服する豊かな定住環境の形成）

-3.9%

-2.8%

-5.1%

1.4%

-11.7%

-3.6%

6-1地理的制約等の厳しい
地域の人口

6-1離島の
市町村内総生産

6-2離島における人口

6-2離島における
年間宿泊者数

6-2離島の漁業漁獲量

6-2離島港湾における
船舶乗降人員

数値は増減率を示す。

・青：５%以上の増加

・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標６＞
6-1地理的制約等の厳しい

地域の人口

良い傾向にある指標が少ない

（良い）－（悪い）＝－２

【鷹島・肥前大橋
（佐賀県と長崎県を結ぶ橋）】

【椿関連商品の開発】 【あまみシマ博覧会（泥染め体験）】

提供）佐賀県

提供）鹿児島県

【島原中央道路】

提供）長崎県

提供）長崎県

【ドクターヘリの配備状況】

出典）九州圏広域地方計画
協議会事務局とりまとめ



【しまとく通貨】

戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、先進技術を導入したエコアイランドの形成、離島における
地域通貨の導入による交流人口の拡大などの取組みを推進する。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・離島・半島・中山間地域の活力維持について、医療・福祉施設の
充実（40%）や医師、スタッフの充実を望む声が多い（30%）。

戦略目標Ⅵの中間評価（離島・半島、中山間地域等の地理的制約を克服する豊かな定住環境の形成）

39.6

30.0

19.6

18.2

17.9

14.8

13.7

13.6

9.2

4.4

0 10 20 30 40 50

診療所など医療や福祉施設・設備の充実

医療や福祉サービスを担う専門医師

やスタッフの充実

農林水産業への支援による安定して

働ける場の確保

都市部への航路の充実や

幹線道路の整備

豊かな自然環境を活かした

体験型・滞在型観光の促進

遠隔地医療や在宅業務を可能とする

情報通信網の整備

予約型バスや乗り合いタクシー、

福祉輸送などの充実

耕作放棄地や空き家、山林、

海岸などの適切な管理

集落どうしの相互支援や

集落の統合・再編

その他

（％）
＜離島・半島・中山間地域の活力維持（九州全体）＞

（N=1,070）

【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

・しまを訪れる観光客等がしまの加盟店で使用できる20％のプレミアム付き商品券
「しまとく通貨」の発行支援

・しま共通地域通貨の発行による観光交流人口の
拡大

・風力発電の導入、電気自動車の導入、急速充電施設の整備、ＩＴＳを活用した未来型
ドライブ観光システムの構築による 「長崎ＥＶ＆ＩＴＳ（エビッツ）プロジェクト」の推進、

・屋久島におけるCO2フリーの島づくり、電気自動車、急速充電施設の整備

・先進技術を導入したエコアイランドの形成

【急速充電器・ＩＴＳスポット併設】

出典）長崎県

【屋久島における電気自動車試乗会】

出典）鹿児島県

出典）しまとく通貨ＨＰ



16.7%

20.3%

30.4%

7-1県外からの宿泊観光客数

7-1都市景観大賞
（50.0%）

7-2認証NPO法人数
（43.8%）

数値は増減率を示す。
・青：５%以上の増加

・赤：５％以上の減少

40%

0%

-40%

＜戦略目標７＞

7-1地域団体商標数

7-2道守会員数
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【指標分析】現行計画のモニタリング５指標のうち、良い傾向にある指標が５、悪い傾向にある指標は０。
【５年間に行われた主な取組】
［7-1] 九州・山口の近代化産業遺産群、長崎の教会群とキリスト教関連遺産、宗像・沖ノ島と関連遺産群の世界遺産登録に向

けたシンポジウム、モニターツアー等による気運醸成。
［7-1］千年の草原の継承と創造的な活用総合特区
［7-1］山本作兵衛の炭坑記録画を活用した田川地域の文化・歴史・自然等の魅力発信
［7-1］古事記・日本書紀編纂1300年記念にむけた一般県民、ボランティアガイド向けの連続講座・講演会の開催
［7-1］奄美地域の伝統文化である奄美島唄の伝承のためのフォーラムやＤＶＤの作成
［7-2］グリーンツーリズムの誘致拡大や、ＮＰＯの活動を支援する基金の創設

①計画の進捗状況

指標分析では、地域団体商標数（２割増）、認証ＮＰＯ法人数（４割増）と良い傾向にある指標が多い。
５年間のうちに、地域資源（世界遺産や農業遺産など）を活かした地域資源の魅力向上・交流人口の拡大や、

ＮＰＯ等との連携・協働による地域づくりが進んでおり、アンケート結果でも進捗しているとの評価。
『着実に進捗している』と評価できる。

戦略目標Ⅶの中間評価 （九州圏の各地域の個性を活かした先導的な地域づくり）

良い傾向にある指標が多い

（良い）－（悪い）＝＋５

【端島（軍艦島）】

【奄美島唄フォーラム】

提供）鹿児島県

大分県

4,473

鹿児島県

2,773

熊本県

1,375

その他九州

1,015静岡県

2,277北海道

2,225青森県

1,093

その他

11,987

＜日本の源泉数＞

35％

2012年度
源泉数

（単位：本）

【大分県新しい公共支援事業
活動報告会】

出典）大分県

【豊後高田昭和の町を巡る
ボンネットバス】

出典）豊後高田市

【九州圏の地域資源例】

出典）長崎市



【新たな施策・取組】 青文字：新たな施策 緑文字：新たな取組

・地方自治体が地域外の都市住民を受入れ、一定期間以上、農林漁業等の各種地域

協力活動に従事してもらう地域おこし協力隊の取組

・地域資源と域外企業の社員とを結び付けることにより地域資源を最大限に活かす

二地域就労の促進

・地域外の人材も活用した地域づくりの推進

戦略目標の実現に向け、現行計画の着実な実施に加え、地域外の人材も活用した地域づくりなど、地域資源を積
極的に活用した地域づくりを推進する。

②今後の方向
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【アンケート結果】

・創造的で魅力ある地域づくりについては、良好な景観の形成
（47%）、地域づくり活動への住民や企業の参加、地域づくりに関す
る積極的な情報発信を望む声が多い（30%）。

戦略目標Ⅶの中間評価 （九州圏の各地域の個性を活かした先導的な地域づくり）

47.0

28.8

28.5

19.0

17.7

16.4

13.5

6.2

0 10 20 30 40 50

美しい風景や棚田の保全、町並みや

沿道景観など良好な景観形成

地域づくり活動への住民や企業の

参画の促進

地域の個性的な取組に関する

積極的な情報発信

地域活動団体への人的・経済的支援

埋蔵文化財や歴史的建造物など

歴史的風土の保全と活用

世界遺産登録などをきっかけにした

地域の活性化

地域活動団体同士のネットワークの強化

その他

（％）
＜創造的で魅力ある地域づくり（九州全体）＞

（N=1,070）

【地域おこし協力隊員との協議（対馬市）】 【ニ地域就労のイメージ】

自治体 大学等

市内企業 市外企業

プロジェクト協定
産業・観光振興
まちづくり活動の充実
市内企業の育成・強化

出典）総務省 出典）九州圏広域地方計画協議会事務局とりまとめ


